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1. ウォーターPPPについて 

 本書で示すウォーターPPPは、以下の 4要件を満たす事業のことをウォーターPPPといいます。 

 

① 長期契約 

・契約期間は、企業の参画意欲、地方公共団体の取組易さ、スケールメリット、投資効果の発現、

雇用の安定、人材育成等を総合的に勘案し、原則 10年とする。 

 

② 性能発注 

・民間事業者による創意工夫やノウハウ等を最大限に活用するため、性能発注を原則とする。 

 

③ 維持管理と更新の一体マネジメント 

・「更新実施型」は、更新（改築）の発注委託まで含む。（改築は受託者が実施） 

・「更新支援型」は、更新計画案策定まで含む。（改築は管理者が実施） 

 ※本書では、「更新支援型」を想定。 

 

④ プロフィットシェア 

・民間事業者による新技術の導入や維持管理の工夫により生み出されたコスト縮減分（プロフィッ

ト）を官民で分配（シェア）する仕組み（契約後ＶＥ等）を導入する。 

※ＶＥ（バリューエンジニアリング）とは、機能、性能等を低下させることなく、コストダウン

を可能とする方法についての提案を受注者から発注者に行うこと。 

 

2. 事業の概要 

 本書で示す事業（以下、本事業という。）の概要は、柴田町の令和 6年度 官民連携事業等基盤強化

推進事業（ウォーターPPP）に係る導入可能性調査の一環として実施するサウンディング型市場調査

（以下、本調査という。）の意見聴取を目的とした内容であり、事業の実施自体や実施方法に関して

現時点で確定している事項はありません。 

本書（参考資料を含む）の内容は、本調査に参加する民間事業者のご判断に基づき、ご活用いただ

きますようお願いします。 

2.1 対象施設 

(1) 場所 

柴田町公共下水道事業計画区域内 

(2) 対象施設 

公共下水道施設一式（管路施設、マンホールポンプ、雨水施設） 

  ※対象施設の現況等の詳細は、6参考資料（P8～）を参照してください。 

 

2.2 事業期間 

 10年間 （ウォーターPPPのため、原則 10年間）  
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2.3 事業規模 

事業公募時の予定価格は、過年度の支出額などを基に今後検討する予定です。 

※過年度の支出額は、巻末の 6参考資料の 6.2決算書を参照してください。 

 

2.4 対象業務及び業務範囲 

 本事業では、管理・更新一体マネジメント方式（ウォータ PPP レベル 3.5）の「更新支援型」とし、

更新工事は、従来方式を想定しています。 

 

(1) 対象業務 

① 公共下水道事業に係る業務 

公共下水道事業において、事業者が実施する業務は、表 2-1の「○」を想定しています。 

なお、各業務内容の詳細は表 2-2を参照してください。 

 

表 2-1 公共下水道事業において事業者が実施する業務 

業務内容 
施設 管路 

雨水貯留施設 ＭＰ※1 汚水管路施設 雨水管路施設 

ユーティリティ等調達 〇 〇   

台帳システム管理 〇 〇 〇 〇 

台帳データ管理 〇 〇 〇 〇 

保守点検 〇 〇 〇 〇 

清掃業務 〇 〇 〇 〇 

安全管理 〇 〇 〇 〇 

修繕業務 〇 〇 〇 〇 

苦情要望対応※2 〇 〇 〇 〇 

緊急対応※2 〇 〇 〇 〇 

調査業務(更新計画策定用調査) 〇 〇 〇 〇 

更新計画案作成 〇 〇 〇 〇 

詳細設計 〇 〇 〇 〇 

CM 業務（発注支援） 〇 〇 〇 〇 

更新工事     

※1 マンホールポンプ場のこと。 

※2 「苦情要望対応」は、管路施設に起因するものを想定し、雨水貯留施設等で発生する苦情要

望は、「緊急対応」に含める。 

※3 CM（コンストラクションマネジメント）とは、発注者側に立って、設計・発注・施工等の各

段階において設計の検討や工事発注方式の検討、工程管理、品質管理、法令順守等の各種マ

ネジメント業務を行うこと。  
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表 2-2 公共下水道事業に係る各業務内容の詳細 

業務内容 詳細 

ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ等調達 電気、ガス、各種燃料、薬品、部品、備品等業務上必要な物品調達 

台帳ｼｽﾃﾑ管理 受託者による台帳システムの新規構築及び管理 

台帳データ管理 町が保有する台帳システムへの入力作業及び入力補助業務 

保守点検 巡回、日常点検、定期点検、法定点検等業務上発生する点検業務 

清掃業務 清掃業務（清掃業務に伴う廃棄物の処分を含む） 

安全管理 作業環境管理、保護具管理、安全訓練、作業手順管理等作業上必要な安全管理業務 

修繕業務 計画修繕、突発修繕、緊急修繕等業務上発生する修繕業務 

苦情要望対応 管路施設に起因する道路陥没、漏水等の苦情要望受付及び対応 

緊急対応 
施設・設備の突発故障対応、災害時初期対応等業務上発生する緊急対応 

(緊急調査を含む) 

調査業務 更新計画策定に伴う調査業務 

更新計画案作成 
対象区域内の更新計画案作成業務 

（管理者の確認を経てそのままストックマネジメント計画になりうる内容のもの） 

詳細設計 基本設計を基にした詳細な設計業務 

CM 業務 

（発注支援） 

工事における業務を管理者側に立って技術的な中立性を保ちながらマネジメントを

行う業務 

 

② 統括管理業務 

 統括管理業務は、公共下水道事業を一体的に管理する業務とし、主な業務は表 2-3を想定し

ています。なお、統括管理業務の内容及び範囲等は、今後の検討により変更する場合がありま

す。 

 

表 2-3 統括管理業務内容の詳細 

業務内容 詳細 

統括マネジメント 

・統括管理責任者を配置し、管理者・事業者間（町・受託者間）の総合的

な窓口となるとともに、公共下水道事業の情報を集約しデータ管理を実

施する。 

・セルフモニタリングの実施では、セルフモニタリング責任者として、事

業全体の履行状況を確認・評価し、適切な指導を行う。 

データ管理支援 ・事業者による台帳システムの新規構築及び管理を行う。 

セルフモニタリング 

・自ら実施する業務と再委託する業務について、要求水準に定められてい

る事項の履行状況を確認（セルフモニタリング）し、月 1回実施される

モニタリング定例会議にて管理者へ報告する。 

災害対応 ・災害発生時における現場確認、緊急調査、緊急清掃等を実施する。 
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3. 性能規定（要求水準）について 

 本事業は、民間事業者による創意工夫やノウハウ等を最大限に活用するため、「性能発注」を原則

とします。本事業で求める性能規定（要求水準）は以下のとおりです。 

 

3.1 事業全体に係る項目 

(1) 実施体制 

本事業は、公共下水道事業を一体的に管理する広範囲にわたる委託であるため、受託者は自ら実施

する業務と再委託する業務について、それぞれ業務履行に必要な有資格者及び業務責任者を配置し、

事業を運営できる体制を確立することとします。 

 

(2) 業務の再委託 

受託者は、業務の一部を再委託することができることとします。再委託にあたっては、以下に示す

事項に留意する必要があります。 

① 運転管理業務等の常駐が必要な作業などの基幹業務は、原則として再委託を禁止する。 

② 非基幹業務を再委託するときは、事業者選定時の提案に基づくものとし、管理者の承諾を必

要とする。 

③ 業務を再委託しようとする際は、迅速かつきめ細かなサービスの提供を図るため、積極的に

地元企業へ発注すること。 

 

(3) プロフィットシェアについて 

本事業では、ライフサイクルコストの縮減効果に基づく官民の分配割合は１：１を基本（仮設定で

あり今後の検討により変化する可能性があります。）として、本町と事業者で別途協議の上シェアす

ることとし、その旨を基本契約書に明記する予定です。 

なお、プロフィットシェアの仕組みとしては、契約後ＶＥ方式を想定しています。 
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3.2 公共下水道事業に係る項目 

3.2.1 マンホールポンプ 

(1) 保守点検 

受託者は、施設が正常な機能を発揮できるよう、定期点検、法定点検等、業務上必要な点検を実施

すること。 

 

(2) ユーティリティ等管理 

受託者は、省エネ法の趣旨に基づきエネルギー管理を行うとともに、運転に必要なユーティリティ

等を調達し、適正に管理すること。また、燃料は適正な品質及び規格のものを調達すること。 

 

(3) 修繕業務 

対象施設の機能低下、故障停止及び事故を未然に防止するために、対象施設の修繕を適正に実施す

ること。 

 

(4) 更新工事に必要な計画及び設計に係る業務（更新支援型） 

対象施設の更新計画案の作成、詳細設計図書の作成により、要求水準を満たすとともに、施設の機

能を維持に繋げるための業務。 

 

3.2.2 汚水管路施設及び雨水管路施設 

(1) 保守点検 

受託者は、管路施設が正常な流下機能を発揮できるよう、業務上必要な点検を実施すること。また、

腐食のおそれの大きな箇所における点検は 5 年に 1 回以上実施すること。 

 

(2) 修繕業務 

対象施設の機能低下及び事故を未然に防止するために、対象施設の修繕を適正に実施すること。 

 

(3) 更新工事に必要な計画及び設計に係る業務（更新支援型） 

対象施設の更新計画案の作成、詳細設計図書の作成により、要求水準を満たすとともに、施設の機

能を維持に繋げるための業務。 
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4. 事業により期待する効果 

民間事業者のノウハウ及び技術力を活用したウォーターPPP（レベル 3.5）の採用を前提に、下水

道事業における維持管理や更新工事等を広範囲にわたり民間事業者に委ねることや、ウォーターPPP

導入を図ることで、次のような効果が得られると期待しています。 

 

ウォーターPPP導入により想定されるメリット 

柴田町 民間事業者 

・長期契約やパッケージ化によるスケールメリット ・長期契約による業務量及び雇用の安定化 

・民間ノウハウの活用による業務の効率化 ・性能発注による民間の創意工夫と効率的な

業務実施によるコスト縮減 

・発注業務負担軽減 ・契約手続きの負担軽減 

・維持管理情報を反映した計画的・効率的な修

繕・工事 

・長期大口契約による経費の縮減 

 

5. 今後のスケジュール（想定） 

現在、本事業は事業発案段階のため、本調査等の結果を踏まえて、今後、事業化に向けた検討を進

めていく方針です。具体的なスケジュールは未定ですが、現状で想定しているスケジュールの大要は

以下のとおりです。 

 

日程 内容 

令和 6年度 導入可能性調査、事業化に向けた調整 

令和 7年度 発注に向けた調整・判断・基本設計、発注準備等 

令和 8年度 入札公募、事業者選定、引継ぎ 

令和 9年度または令和 10年度 ウォーターPPPの導入 
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６.参考資料 
（以降の頁は、事業概要書の参考資料となります。） 
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6. 参考資料 

6.1 柴田町の公共下水道事業の概況 

本町の公共下水道事業は、昭和 49年度に船迫地区 193ha、昭和 55年度に槻木地区 213ha、昭和 61

年度には船岡地区 43haの事業認可を受けた。現在は事業認可区域 1,046.7haのうち 772.8haの整備

を完了している。 

汚水処理人口は 30,312人、汚水処理人口普及率は 92.7%であり、町内の 89.9%が公共下水道、2.8%

が浄化槽によって処理されている（令和 5年度末）。また、雨水整備については、約 14kmの雨水管渠

が整備されている。 

 

図 6-1 下水道計画区域図（汚水） 
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図 6-2 下水道計画区域図（雨水） 
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              表 6-1 下水道事業計画（１）       ※黒文字が現在値 
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表 6-2 下水道事業計画（２）
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表 6-3 下水道事業計画（３） 
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表 6-4 下水道事業計画（４） 
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表 6-5 下水道事業計画（５） 
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表 6-6 下水道事業計画（６） 
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表 6-7 下水道事業計画（７） 
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図 6-3 下水道マンホールポンプ位置図 
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表 6-8 下水道マンホールポンプリスト 

 

※設置年度とは、排水ポンプの新設及び交換設置した年度のこと。 
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6.2 柴田町決算書（一部抜粋） 

6.2.1 下水道事業（公共下水道事業） 

表 6-9 令和 5 年度収益的支出（単位：円） 
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表 6-10 令和 5 年度建設改良工事概要 
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